
＜参考＞ 
 
１．工事担任者制度について 
   工事担任者については、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第７１条第１項において 
 「利用者は、端末設備又は自営電気通信設備を接続するときは、工事担任者資格者証の交付 
 を受けている者（以下「工事担任者」という。）に、当該工事担任者資格者証の種類に応じ、こ 
 れに係る工事を行わせ、又は実地に監督させなければならない。」 とされており、法律によりそ 
 の役割が規定されています。 
   さらに、資格者証の種類、工事の範囲をはじめ、工事担任者に関連する事項の詳細につい 
 ては、上記法律に基づく省令（工事担任者規則（昭和６０年郵政省令第２８号） ）においてその 
 規定がなされています。 
 
２．資格者証の種類及び工事の範囲 

資格者証の種類 工事の範囲 

ＡＩ第一種 

アナログ伝送路設備（アナログ信号を入出力とする電気通信回線設備をいう。
以下同じ。）に端末設備等を接続するための工事及び総合デジタル通信用設
備に端末設備等を接続するための工事 

ＡＩ第二種 

アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事（端末設備等に収容
される電気通信回線の数が五十以下であって内線の数が二百以下のものに
限る。）及び総合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事（総
合デジタル通信回線の数が毎秒六十四キロビット換算で五十以下のものに限
る。） 

ＡＩ第三種 

アナログ伝送路設備に端末設備を接続するための工事（端末設備に収容され
る電気通信回線の数が一のものに限る。）及び総合デジタル通信用設備に端
末設備を接続するための工事（総合デジタル通信回線の数が基本インタ
フェースで一のものに限る。） 

ＤＤ第一種 

デジタル伝送路設備（デジタル信号を入出力とする電気通信回線設備をいう。
以下同じ。）に端末設備等を接続するための工事。ただし、総合デジタル通信
用設備に端末設備等を接続するための工事を除く。 

ＤＤ第二種 

デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事（接続点におけるデ
ジタル信号の入出力速度が毎秒百メガビット以下のものに限る。）。ただし、総
合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事を除く。 

ＤＤ第三種 

デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事（接続点におけるデ
ジタル信号の入出力速度が毎秒百メガビット以下のものであって、主としてイ
ンターネット接続のための回線に限る。）。ただし、総合デジタル通信用設備に
端末設備等を接続するための工事を除く。 

ＡＩ･ＤＤ総合種 
アナログ伝送路設備又はデジタル伝送路設備に端末設備等を接続するため
の工事 

※工事担任者規則第４条より 
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３．養成課程の認定状況 

   北海道管内における工事担任者の養成課程の実施は、日本工学院北海道専門学校が唯一で 

  あり、昨年（平成２３年実施分：H22.7.29認定）より２年連続の認定となります。 

   平成２３年度実施の養成課程は、全国で９校（１１認定）が認定を受けておりますが、ＡＩ・ＤＤ総 

  合種の認定としては、全国で３校（３認定）のうちの１校（１認定）となります。 

 




